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田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 
 

 ✽✽✽ ２０２４－２０２５ ✽✽✽  
 
 

 

デジタル技術を活用した商工観光業の活性化と 

便利・快適・持続可能な地域社会の実現

 
 
 

 

 

 

 

 

 

令和６年１２月 田原市ＤＸ推進本部・田原市商工観光部 
 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開 

構 成 
(1)背景   Ｐ２ 

(2)目的   Ｐ２ 

(1)国の施策    Ｐ３ 

(2)県の施策    Ｐ４ 

(3)市の施策    Ｐ５ 

(4)支援機関の取組 Ｐ６ 

(5)事業者の現状等 Ｐ７・８ 

(1)促進方針 Ｐ９ 

(2)促進目標 Ｐ９ 

(3)取組期間 Ｐ９ 

(1)制度・計画等     Ｐ１０ 

(2)技術開発・普及    Ｐ１１ 

(3)情報提供・助言等   Ｐ１２・１３ 

(4)導入支援       Ｐ１４ 

(5)社会・行政デジタル化 Ｐ１５ 

(1)促進体制 Ｐ１６ 

(2)展開手順 Ｐ１６ 

(3)進行管理 Ｐ１６ 
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 第１章   背景・目的            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 〇 地域産業が抱える様々な経営課題や世界的な社会動向を踏まえて、商業・工業・観光業等（農林水産業は別に対応）の持続・活性化

を図るため、デジタル技術を活用した課題解決の促進方策・展開手順等を整理する。 

 【位置付け】田原市デジタル社会形成方針（第３章推進方針‐(４)展開手順）に定める「実現プラン」として、産業分野のデジタル活用の促進策（内容・手順等）を整理する事務執行計画。 

 

 労働力不足  〇 国内・市内ともに、人口（特に生産年齢人口）減少が進み、商工観光業 
 

の担い手不足が顕在化しはじめている。※生産年齢人口＝15～64歳 
 

・国内の生産年齢人口 は1995年8700万人（ピーク）、2020年7500万人・2040年6200万人（見込み）＝ ３割減少 
 

・市内の生産年齢人口 は1990年4200人（ピーク）、2020年3400人、2040年2300人（見込み）＝ ５割近く減少  
 

 生産性向上  〇 地域活性化・定住に不可欠な地域産業の存続（競争力・持続性等の向上） 
 

には、業務効率化等による生産性の向上が不可欠となっている。 
 

 情報化対応  〇 インターネットとＩＴ機器による情報発信・販売・業務処理等に積 
 

極的に取り組むことで、商圏が全国・全世界に広がるなど、地方でも大成功する企業

が出てきている。例）株式会社いろどり（徳島県上勝町） 
 

 働き方改革  〇 長時間労働の是正、柔軟な働き方の推進、女性や高齢者など多様な人材活用が求められる中、デジタル技術を活用したテレワークや 
 

ワーケーションが拡大することで、雇用・勤務形態・居住地選定等に変化が見られる。例）ＮＴＴグループ：リモートワーク 
 

 

 デジ田構想  〇 国はデジタル田園都市国家構想を掲げ、人口減少・ 
 

少子高齢化による労働力不足・生産性向上等の地域課題の“デジタル

活用による解消”を推進しているが、本市ではこうした取組が地域産

業に浸透していない。 
 

・デジタル田園都市国家構想は、「デジタル実装を通じて地方が抱える課題を解決し、誰一人取り残されずす

べての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現する」という構想。 
 

 ＤＸ支援等  〇 産業分野のデジタル活用には、国（府省庁）・県等が 
 

導入検討・導入補助・人材育成等の様々な支援策を用意しているが、 
 

市内事業者等の課題解消に結び付いていない。 

 

 

 

背  景 

 

目  的 
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 行政支援の構造 〇 

 

 

 

 第２章   現状施策等            
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 〇 

 

 〇 

【内閣府】【デジタル庁】【経済産業省】【中小企業庁】【国土交通省】【観光庁】等 

 

 

 

 

 
 

 

 

【取組内容】 

技術開発、規制、税制、補助、融資、雇用等  々

都市部に比べて地方部の企業は、

デジタル活用が進んでいない 
※総務省資料

地
方
創
生 

国府省庁促進策 

 稼ぐ  

 地域   
 

 ひとの 

 流れ  
 

 子育て  
 

 安心・ 

 魅力  

国によるデジタル基盤・環境整備 

関係団体、民間等による推進 

2020年12月 閣議決定 

2024年6月 閣議決定 

デジタル改革基本方針 

デジタル社会重点計画 

デジタル社会形成

基本法等関連法 

 デジタル田園都市国家構想総合戦略 

 

国は公共・準公共分野の

ＤＸを推進するととも

に、産業分野・社会全体

のデジタル化促進施策を

展開している  

 

 上場企業施策  
 

❶ ＤＸ銘柄 

 中小企業等施策  ❷ デジタルガバナンス・コード、同実践手引き ❸ ＤＸセレクション  
 

❹ 補助等支援策：ＩＴ導入補助金等 、みらデジ等 、融資 、投資税制 、❺デジタル人材育成   

（支援機関の支援策）  ❻ ＤＸ支援ガイダンス ❼ 中部ＤＸ推進コミュニティ（中部経済産業局） 

 

 

 
 

〇

※ビジョン・ビジネスモデル、戦略、成果と成果指標等 
 

〇

 
 

 

【推進策】 ❶ 公的認証  ❷ 指針等  ❸ 事例収集   
 

❹ 補助等支援・メニューサイト開設等  ❺ 人材育成  
 

❻ 支援機関の支援  ❼ 推進組織設置  

 

 

 
 

〇観光ＤＸ  

 

【推進策】  

❶ 観光ＤＸポータルサイト   
 

❷ モデル実証事業・レポート  
 

❸ 観光ＤＸコミュニティ    
 

※その他は中小企業支援等と同様  

観光分野におけるＤＸ推進 

 

事業者間・地域間のデータ連携強化により、広域で収益最大化、地域活性化・持続可能な経済社会実現 

旅行者の利便性向上 

周遊促進  
観光地経営の高度化  

観光デジタル人材 

の育成・活用  

経済産業省・中小企業庁 

国土交通省・観光庁 

日本のデジタル化は国際社会の中

で高くない 
３２位／６４カ国・地域：みずほ総研資料

課題 ❶ 人口減少 … 消滅自治体 

課題 ❷ 少 子 化 … 労働力不足 

課題 ❸ 高 齢 化 … 社会保障等 

 

国の施策 

支援 

支援 

デジタルの力を活用した地方の社会課題を解決し、豊かな暮らしを実現する 

2021年 

2023‐2027年 

デジタル社会形成のために、重点的に実施すべき施策の基本的方針等 

中小企業基本法等 

観光立国推進基本法 

小規模企業振興基本計画等 

観光立国推進基本計画 

県部局促進策 
展開 
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１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

あいち経済労働ビジョン2021-2025  

愛知県中小企業振興基本条例に基づき中小企業等振興の総合的施策を示す。 
 

【基盤施策】中小・小規模企業の持続的発展        
 

■プロジェクト４…
 

・

 
 

■プロジェクト５…  

・

 

 〇 

 

 〇 
 

 

 〇  
【経済産業局】産業部（産業政策課・産業振興課・次世代産業室・産業科学技術課（あいち産業科学技術総合センター）・産業立地通商課）、中小企業部（中小企業金融課、商業流通課） 

【労働局】労働福祉課・就業促進課・産業人材育成課（県立高等技術専門学校等）、【観光コンベンション部】観光振興課・観光コンベンション課、【公営企業管理者（企業庁）】 

 
 

あいちＤＸ推進プラン2025  

あいちビジョン2030等をＩＣＴ利活用による加速、ＤＸを推進する。 
 

【 】県全体の情報化推進、デジタル人材ほか         
 

■産業競争力強化のためのデジタル化等  

●  ●

 ●   

●  ●

 ●  

●  ●

 
 

■産業人材育成  〇  

 

 

あいち観光戦略2024-2026  

愛知県観光振興基本条例に基づく観光振興に関する施策を示す。 
 

【基本方針】デジタル化・ＤＸの推進              
 

■地域資源の観光コンテンツ化   

●  
 

■ＰＲプロモーション  ●  

●  ●  
 

■受入環境の整備  ●  

●  
 

■観光地経営体制の強化  ●  

●  

 
 

１．新規創業・経営革新・生産性向上 

■（公財）あいち産業振興機構 ：① エキスパートあいち  

 

② 愛知県よろず支援拠点 
 

 

③ あいち産業ＤＸ推進コンソーシアム 
 

 

■ ：① 「STATION Ai」 （令和６年10月開業）、②  
 

■豊橋サイエンスコア（(株)サイエンス・クリエイト）：  
 

２．経営基盤強化（情報化：デジタル技術導入支援） 

■デジタル技術の活用促進 ：① デジタル技術活用相談窓口  
 

② ＤＸチャレンジ促進事業  
 

③ デジタル技術導入モデル実証事業  
 

④ 情報セキュリティ対策支援（診断）事業  
 

⑤ 経営者向けセミナー  
 

⑥ あいち産業ＤＸデイズ  
 

■デジタル技術導入補助金  

 

 

愛知県経済産業局の主な支援  

 

 
 

■県労働局（産業人材育成課） 
 

① デジタル人材育成研修 
 

 

② デジタル人材育成アドバイザー派遣・社内研修サポート 

 

 

 

 

 
 

 
 

① Aichi Now Biz ：  
 

② 観光デジタルマーケティング 観光動態モニタリング分析レポート 

 
 

③ 宿泊事業者高付加価値化促進事業 ：

 

④ ワーケーション体験プログラム 等：ワーケーション促進のための体験会等

の実施。参加無料。 

 

愛知県観光コンベンション局の主な支援 

愛知県その他部局の主な支援 

 

 

県の施策 

支援 

支援 支援 
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 〇 

 

 〇 

 

 〇 

 

2024-2027  
 

  

・安心して住める、住んで楽しいまちづくり 

 

 

田原市デジタル社会形成方針 2021-2025    
 

■策定方針  

 
 

■展開手順 …
 

■推進施策「③ 産業経済分野」 〇

〇期待効果等 …

〇取組項目 …

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

 

市の施策 

 
 

 
 

 

 

１．デジタル活用の情報提供等 
■国・県等が実施する講演会・研修会・相談窓口・アドバイザー派遣・補助金等の情報発信 【商工課・観光課】。 

※市ＨＰ掲載、ポスター掲示・ちらし窓口配布、商工会への情報提供等 
 

■講演会・研修会の開催 【商工課】。※Ｒ５年度）インターネット通販に関するセミナー主催。参加無料 
 

２．デジタル活用の導入費用補助等 
■ 田原市中小企業者総合支援補助金【商工課】 ① ６次産業化促進支援事業 ：市内で生産等された農畜水産資源

を活用した６次産業化商品の販路拡大のため、ホームページ作成費用を補助 。 
 

② 通信環境整備支援事業 ：旅館・ホテル等の利用者受入の強化に必要なインターネット接続環境の整備費用補助 。 
 

③ 専門人材受入支援事業 ：経営課題解決等のため、副業・兼業人材を受け入れる際の仲介サービス利用料等補助 。 
 

 

３．関連業務のデジタル活用 
■ 観光デジタルマップ：観光案内デジタルマップ導入 。Ｒ６）拡張機能としてデジタルクーポン導入【観光課】。 
 

■ たはら巡り～な予約ＷＥＢサイト：たはら巡り～な体験プログラムをオンライン予約サイト構築 【観光課】。 
 

■ 人流データの活用：愛知県が市等と連携し、観光動態データ提供サービスによるＥＢＰＭ推進 【観光課】。 
 

■ プレミアム付商品券事業：田原市共同商品券事業協議会にプレミアム付デジタル商品券事業補助 【商工課】。 
 
 

４．関連行政サービス等のデジタル活用 

■ 公開型ＧＩＳ情報提供 【観光課】：官民観光施設情報45件、宿泊施設24件。イベント20件 ※R6年8月現在 

【各課】：都市計画用途地域図・道路区域図・水道管敷設図・下水道管敷設図等デジタルデータ   
 

■ パンフレット等デジタル化 【商工課・観光課】：各種パンフレット等ＰＤＦ化によるＷＥＢ提供等。 
 

■ たはら企業フェアオンライン開催 【商工課】：高校生等に対する市内企業への就職説明会をオンライン開催。 

田原市の支援状況（現状） 
 

 

１．デジタル活用の制度・計画・組織等 

■ 体制構築 ：●
  

●

 
 

２．デジタル活用の技術開発・普及等 

■ 実証実験 ：● 
 

●  
 

３．デジタル活用の情報提供等 

■ 情報提供 ：●
 

■ 研修会等 ：●
 

■ 相談窓口 ：●
 

■ アドバイザー派遣 ：●
 

４．デジタル活用の支援 

■ 市単独補助 ：●

●
 

● ●
 

５．商工観光分野に波及が期待できるデジタル化促進・活用 

●  ●  ●  
 

●
 

 

■デジタル地域通貨（行政主体） ：●  ●  
 

●  ●  

近隣市等の市内事業者への支援状況 
支援 

 

2020-2030  
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１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

 

 
 

独）中小企業基盤整備機構（中部本部）  
 

● ●

●

 

中部ＤＸ推進コミュニティ 【中部経済産業局】  
 

● 

 

独）情報処理推進機構（ＩＰＡ）   
 

● ●

● ●

● の情報提供。 ●

● ●  
 

 【名古屋大学】 ※

● ● ●
 

大）東海国立大学機構・大）三重大学等   
 

● ● 、●  

 

公社）日本観光振興協会   
 

●
 

 〇 

 

 

 

  

 

  

【会員】県、岡崎市、蒲郡市、県商工会連合会、田原市商工会、渥美商工会、トヨタ自動車ほか。 
 

  

 

国関係の主な組織・支援策 県関係の主な組織・支援策 

 

支援機関の例 

 
 

 

  

 

  

●

●
 

 

 

 

 

 

 

地域金融機関  ・豊橋信用金庫 、蒲郡信用金庫 、豊川信用金庫 、

豊橋商工信用組合 、岡崎信用金庫、三菱ＵＦＪ銀行 
 

地域ＩＴベンダー等  
 

 

中部圏の主な関係団体・支援策 

田原市内の主な民間支援組織 

 ポイント  

 

 

 
 

田原市商工会   

 

渥美商工会   

 

   

 

   

 

田原市内の主な関係団体・支援策 

支援機関 

の取組 

支援 支援 

支援 

支援 

支援 
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 産業関連データ   
 

〇 2020年の市内生産年齢人口は34,717人で、少子化の影響等により減少し、

今後も減少が見込まれる。※生産年齢人口は第１章（１）掲載 
 

・そのうち就業している市民は24,477人で、74％が市内、26％が豊橋市・

豊川市等市外へ通勤。※出典：2020年国勢調査 
 

・市内企業等の就業者29,071人は、豊橋市等市外から通勤38％、田原市民

62％。※出典：2020年国勢調査 

 

 市内事業所数 ＝2021年 2,230  ※出典：経済センサス2021年（民間の事業所のみを集計） 
 

〇 2009年から448減少▲17％（建設▲107、卸売・小売▲215、宿泊・飲食▲68が大幅減）。 
 

〇 規模別は、大企業17(1％)、中小企業523(23％)、小規模事業者1,690(76％)。  
 

〇 業種別は、❶ 卸売・小売 626、❷ 宿泊・飲食 292、❸ 建設 235、❹ 製造 133、❺ 医療・福祉 133が多い。 
【分類】●小規模企業者：従業者数が小売業・卸売業・サービス業は4人以下、その他は19人以下の事業所。●中小企業（中小企業者）：従業者数が小売

業は49人以下、卸売・サービス業は99人以下、その他は299人以下の事業所。●大企業（大企業者）：中小企業の従業者数を超える事業者。 

 

 市内従業者数 ＝2021年 30,094人  ※出典：経済センサス2021年（民間の事業所のみを集計） 
 

〇 2009年から1,166人減少▲4％（宿泊・飲食▲1,142人、建設▲687人、卸売・小売▲852人、製造＋487人、医療・福祉＋355人）。 
 

〇 規模別は、大企業者13,115人(43％)、中小企業者10,426人(35％)、小規模事業者6,533人(22％)。 
 

〇 業種別は、❶ 製造 13,141人※大企業、❷ 卸売・小売 4,271人、❸ 医療・福祉 2,543人、❹ 宿泊・飲食 1,865人、 
 

❺ 建設 1,465人・運輸・郵便 1,465人と続くが、大企業者を含む「製造」業が飛び抜けて多い。 
 

 田原市内総生産 ＝2021年は 7,736億円  ※出典：愛知県「あいちの市町村民所得」 
 

〇 2014年から758億円減少▲9％。 
 

〇 業種別は、❶ 製造 6,238億円が8割を占め、残る2割は❷ 農業 279億円、❸ 不動産 181億円、 

❹ 保健衛生等 153億円、❺ 卸売・小売 149億円、❻ その他サービス 121億円、❼ 建設 112億円、

❽ 運輸・郵便 110億円と続く。※農業生産額が高いのが特徴  
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 〇 

 

 

 〇 
 

 
 

事業者の 

現状等 

市内への就業者 市民の就業先 

市内総生産の構成比 業種別市内総生産額 2014～2021 

主要産業の事業所数 2009年～2021年 

主要産業の従業者数 2009年～2021年 

規模別の事業所数 

規模別の従業者数 
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 市内事業者の経営課題等  ※令和４年田原市市民意識調査（事業者調査：回答44社）の内容整理。 
 

〇  経営上の問題点 は、❶ 売上高減少64％、❷ 利益縮小48％、❸ 競争激化30％、❹ 人件費増加27％、❺ 市場の 

成熟・縮小25％、❻ 物流・在庫コスト増大18％、❼ 取引先減少・業績不振11％、❽ 高速道路等アクセス11％と続く。 
 

 

〇  今後、重視する点 は、❶ 人材確保・育成66％、❷ デジタル化対応27％、❸ 事業再構築23％、❹ 後継者育成21％、 

❺ マーケティングや販路・市場開拓18％、❻ 国際化対応18％、❼ 新分野進出16％、❽ 企業間ネットワーク推進11％と続く。 

 

 市内事業者のデジタル活用の現状・取組予定  ※令和４年田原市市民意識調査（事業者調査：回答44社）の内容整理。 
 

〇  現在の取組 は、❶ Ｗｉ－Ｆｉ等ネットワーク利用46％、❷ 電子的受注・発注システム導入39％、❸ ペーパーレス化等業務デジタル 
 

化32％、❹ Ｗｅｂマーケティング・デジタル広告23％、❺ 社内システム利用環境整備23％、❻ クラウドサービス活用18％、❼ 従業員 
 

デジタルスキル向上18％、❽ 営業見える化やオンライン化14％、➒ リモートワーク実施14％、➓ ＥＣサイト活用11％、⓫ 工場内自動化11％、 
 

⓬ ＱＲコード等入力簡素化・無人化11％と続く。 
 

〇  今後、取組みたいこと は、❶ ＱＲコード等入力簡素化・無人化36％、❷ 大量データ分析・予測34％、❸ ペーパーレス 
 

化等社内業務デジタル化32％、❹ 電子的受注・発注システム導入27％、❺ Ｗｉ－Ｆｉ等ネットワーク利用27％、❻ 社内システム利用環 
 

境整備23％、❼ クラウドサービス活用23％、❽ 従業員のデジタルスキル向上23％、➒ Ｗｅｂマーケティング・デジタル広告18％、➓ 営業の見え 
 

る化やオンライン化18％、⓫ 定型業務自動化18％と続く。 
 
 

〇  取組む予定なし は、❶ リモートワーク実施68％、❷ 工場内自動化61％、❸ 定型業務自動化61％、❹ ＥＣサイト活 

用57％、❺ 営業見える化やオンライン化54％、❻ 従業員デジタルスキル向上48％、❼ Ｗｅｂマーケティング・デジタル広告43％、❽ 大量デー

タ分析・予測41％、➒ クラウドサービス活用41％、➓ 社内システム利用環境整備23％と続く。 

 

 市内事業者がデジタル技術の活用に取組む上での課題   

※令和４年田原市市民意識調査（事業者調査：回答44社）の内容整理。 
 

〇  活用意欲がある場合の課題 は、 必要なスキルやノウハウがない36％ が最も多く、対応に 
 

必要な 時間がない32％ ・ 人材がいない27％ ・ 費用がない25％ で、どこから手をつけてよいのか 
 

わからない14％ と続く。 
 

〇  活用に否定的な場合の課題 は、 必要性を感じない23％ 、 成果や収益が見込めない 
 

21％ 、 自社のみ対応しても効果が期待できない11％ という状況。 
 
 

 

 

 

 市内事業者がデジタル活用に取組む上で、市・県・国に期待すること   

※令和４年田原市市民意識調査（事業者調査：回答44社）の内容整理。 
 

〇  情報提供 は、 人材育成セミナー27％ 、 デジタル活用 
 

基本セミナー25％ ・ デジタル技術導入セミナー21％ 。 
 

〇  人材確保 は、 人材派遣制度11％ 。 
 

〇  資金援助 は、 補助金制度57％ 、 優遇税制14％ 、 
 

 融資制度9％ 。 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

現在の経営上の問題点 今後、重視する点 

デジタル活用の現状 今後、取組みたい 取組む予定はない 

市・県・国に期待すること 

 ポイント  
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 第３章   方針・目標              
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

【令和４年３月策定：田原市ＤＸ推進本部】 

 田原市デジタル社会形成方針 2021-2025年度    ✽✽ 基本理念 ✽✽   誰もが豊かさを享受できる効率的で利便性の高い地域社会の実現  
 

■ 推進目標  ア）地域社会・経済の活性化  〇農業・商業・観光業等において、デジタル活用によって生産性や情報発信等の向上を図り、人材不足解消や新たな連携・価値創造により、地域社会・経済の活性化 を目指す。 
 

■ 推進目標  エ）効果的なＤＸ推進  〇国推進策の積極活用、県・近隣自治体等との連携・協働業務等により、効率的なデジタル化促進 と、市民等のデジタル利用を普及・一般化 することで効果の拡大を図る。 
 

 

 

❶ 課題対応の方法  何をどのように取組むのか！  
 

〇 市内商工業・観光業において、デジタル活用による生産性や情報発信等の向上 を図り、人材不足の解消や新たな連携・価値創造等により、

地域社会・経済の活性化を目指す。 
 

❷ デジタル活用の進め方  デジタル活用はどのように進めるか！ 
 

〇 国・県等促進策の活用 と支援機関等との連携 により、効率的にデジタル化を促進するとともに、地域社会に波及するデジタル化 （公共ＤＸに

よる市民等のデジタル利用の普及・一般化）を並行して進めることによる効果の拡大を図る。 

 

 

 

促進方針 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

◇ 促進目標  どんな状態になることを目指すのか！  
 

 

デジタル技術を活用した商工観光業の活性化と、便利・快適・持続可能な地域社会の実現  
 

・人材確保：デジタル活用による生産年齢人口減少・働き方改革等に対応した魅力的な産業づくり  
 

・地域産業の振興：生産性・収益・競争力向上、販路拡大、新分野事業展開  
 

・地域社会活性化等：商業・サービス産業の活性化による生活利便性維持・向上 、雇用の場の拡大による定住・移住促進  
 

 

 

 

 

促進目標 

 

◇ 取組期間  いつまでの促進策か！  
 

 

【当面】２０２４・２０２５年度（令和６・７年度） 事情変更がなければ５年間継続（２０３０年度まで） 
 

・期間は、田原市デジタル社会形成方針の終期2025年度に合わせ、2026年度以降は同方針の更新内容を反映させ、継続する。 
 

 

 

 

 

 

取組期間 
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 ❶‐A 法制   
 

ア)デジタル ： 情報処理促進法（1970年）から ＩＴ基本法（2001年）等を経て、 デジタル

改革基本方針（2020年）、 デジタル社会形成基本法（2021年）等整備展開。 
 

イ)企業振興 ： 中小企業基本法（1963年）・ 中小企業支援法（1963年）から 小規模企

業振興法（2014年）等による国・県・市町村が中小企業施策展開。 
 

ウ)観光振興 ： 観光立国推進基本法（2007年）等による展開。 
 
 

 

 ❷‐A 計画   
 

ア)デジタル ： デジタル社会重点計画（改訂2024年） 
a)デジタルにより目指す社会と６つの姿  b)デジタル社会の現実に向けた理念・原則  

c)重点課題、d)重点課題への対応の方向性  e)重点課題に対応するための重点的取組。  
 
 

イ)地方創生 ： デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023‐2027年） 
・地方に仕事をつくる：中小・中堅企業ＤＸ、観光ＤＸ、スマート農業等 

 

ウ)産業ＤＸ ： 小規模企業振興基本計画（2019年改訂）＝ＩＴ活用推進。 
・ＤＸ促進計画等はなく、デジタルガバナンス・コード等により推進 

 

エ)観光ＤＸ ： 観光立国推進基本計画（2023年改訂）＝デジタルデータ活用等。 
 

 

 ❸‐A体制   
 

ア)総括推進 ： デジタル庁 ・ 内閣府等  
 

イ)所管省庁 ： 経済産業省 ・ 中小企業庁 ・ 中部ＤＸ推進コミュニティ 、 国土

交通省 ・ 観光庁等 、 観光ＤＸコミュニティ 
 

ウ)関係機関 ： 独）中小企業基盤整備機構 、 独）情報処理推進機構 、 公社）日本観

光振興協会等  

 

 
 

 

 

 

 ❶‐B 法制   
 

ア)企業振興 ： 愛知県中小企業振興基本条例（2012年）  
 

イ)観光振興 ： 愛知県観光振興基本条例（2008年） 
 

 
 

 

 

 ❷‐B 計画   
 

ア)デジタル ： あいちＤＸ推進プラン2025  

・あいちビジョン2030等をＩＣＴ利活用により加速。 
 

イ)地方創生 ： 愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略2023-2027  

・県全体のデジタル化（デジタル田園都市国家構想総合戦略愛知県板）。 
 

ウ)産業ＤＸ ： あいち経済労働ビジョン2021-2025  
・県内産業ＩＣＴ化支援、中小企業等テレワーク導入支援。 
 

エ)観光ＤＸ ： あいち観光戦略2024-2026  
・地域資源の観光コンテンツ化等のデジタル化・ＤＸ推進。 
 

 

 ❸‐B 体制   
 

ア)総括推進 ： 愛知県ＤＸ推進本部  
 

イ)所管部局 ： 経済産業局（産業政策課・産業振興課等）、 観光コンベンショ

ン部（観光振興課、観光コンベンション課等）、労働局等 
 

ウ)関係機関 ： 公財）あいち産業振興機構 、 あいち産業ＤＸ推進

コンソーシアム、 （株）サイエンス・クリエイト 、 一社）愛知県

観光協会 、 一社）ほの国東三河観光ビューロー 等 

 
 

 

 ❶‐C 法制   
 

ア)企業振興 ： 
 

【現状】中小企業等の振興条例はない。 事例）蒲郡市産業振興基本条例等々  
 

イ)観光振興 ：観光事業者のほとんどが中小企業者等であることから上記条例に含まれる。 
 

 

 ❷‐C 計画   
 

ア)デジタル ： 田原市デジタル社会形成方針2021-2025【ＤＸ推進本部】 
 

【本件】田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 2024-2025  
 

イ)地方創生 ： デジタル田園都市国家構想田原市総合戦略 2024-2027【企画課】 
 

・アクションプラン集（毎年度作成）※デジタル活用推進 
 

ウ)産業ＤＸ ： 
 
 

【現状】中小企業等振興方針はない。 事例）蒲郡市産業振興ビジョン等々  
 

エ)観光ＤＸ ： 第2次田原市観光基本計画2020-2030【観光課】 
 

・後期アクションプラン（2026-2030）※観光ＤＸ展開  
 

 

 

 ❸‐C体制   
 

ア)総括推進 ：田原市ＤＸ推進本部 
 

イ)所管部局 ：商工観光部（商工課・観光課等） 
 

イ)所管部局 ： 
 

【現状】産業振興拠点となる公共施設はない。 
 

ウ)関係機関 ：田原市商工会、渥美商工会、（株）サイエンス・クリエイト、 

一社）渥美半島観光ビューロー、（株）田原観光情報サービスセンター等 

 

 

 第４章   促 進 策   助言等、  

                           

                                                                

                                                                
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

 進め方   〇 

国の府省庁【Ａ】 

 〇 

 

  中小企業・小規模企業振興基本条例の制定 

愛知県【Ｂ】  田原市【Ｃ】 

  中小企業等振興基本条例に基づく施策整理 

 

◇国・県・市の機能分担として、国・県の関係法制・計画等を踏まえ、

市として追加すべき取組を行う。 

実施方針 

※各計画の詳細は、第２章（2）県の施策に掲載  

※各計画の詳細は、第２章（3）市の施策に掲載  

新規策 

  産業振興拠点「（仮称）産業会館」の整備 

充実策 

新規策 

新規策 
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 ❶‐A 調査研究   
 

ア)調査 ： 情報通信白書 【総務省】、 観光白書 【観光庁】、 中小企 
 

業白書・小規模企業白書 【中小企業庁】、 各種統計調査  
  

 ＤＸ白書2023・ＤＸ動向2024 等  々 
独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ） 

 

イ)研究 ： 新エネルギー・産業技術総合開発機構等の調査研究  
 

 技術開発支援 【経済産業省中部経済産業局】 
・地元中小企業と産学官リソースの組合せによる実証企業支援等。 

 

 

 ❷‐A 普及   
 

ア)実証 ： 地域デジタル基盤活用推進事業  【東海総合通信局】 
・ローカル５Ｇ等新通信技術を活用した実証事業を支援。 

 

 

 観光ＤＸによる観光地創出実証事業  【観光庁】 
・観光ＤＸによる地域経済活性化に関する実証事業・成果公表。 

 

 

イ)指標 ： ＤＸ推進指標  【経済産業省・ＩＰＡ】 
・自己診断によりＤＸを進める上で重要な項目を確認し、気付きの機会を提供。 

 
 

ウ)認定 ： ＤＸ認定制度  【ＤＸ認定制度事務局：ＩＰＡ】 
・デジタルガバナンス・コード適合企業を国が認定（税優遇・助成金等支援）。 

 

 

エ)宣言 ： ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＡＣＴＩＯＮ  【経済産業省・ＩＰＡ】 
・情報セキュリティ対策の自己宣言制度（補助金等支援）。Ｗｅｂサイト有り。 

 
 

オ)指針 ： デジタルスキル標準  【経済産業省・ＩＰＡ】 
・ＤＸ推進のための人材確保・育成の指針（役割・習得すべきスキル）。 

 

 

カ)試験 ： 情報処理技術者等国家試験  【ＩＰＡ】 
・ＩＴパスポート試験、情報セキュリティマネジメント試験等によるＩＴ人材育成。 

 
 

キ)表彰 ： デジ田甲子園（2022年～） 【内閣官房】 
・デジタル活用により地域課題を解決する優れた取組を内閣総理大臣が表彰。

（地方公共団体部門、民間企業・団体部門） 
 

 

ク)選定 ： ＤＸセレクション 【経済産業省】 
・中小企業等のモデルケースとなるような優良事例を発掘・選定・公表。 

 

 

 

 

 
 

 

 ❶‐D 調査研究   
 

ア)研究 ： プロジェクトＤＸ（知の拠点あいち重点研究プロジェクト）  

（公財）科学技術交流財団：県内企業のＤＸ加速に資する９テーマの技術開発。 
 

 

 ❷‐D 普及   
 

ア)表彰 ： ＮＡＧＯＹＡ ＤＸ生産性向上アワード  【名古屋商工会議所】 

・東海エリアの中小企業によるデジタル活用等の優れた取組を顕彰し、紹介する。 
 

イ)実践 ： メイカーズ・ラボとよはし  【（株）サイエンス・クリエイト】 

・３Ｄプリンタ等のデジタル工作機器によるものつくりの体験・技術相談、講座等の施設。 

 

 
 

 

 

 
 
 

 ❶‐B 調査研究   
 

ア)調査 ： デジタル技術活用促進調査（2022年）  
・県内企業のＤＸの認知・取組状況等をアンケート調査（253社）、20社インタビュー調査。 

 
 

 

 観光デジタルマーケティング   
・観光動態モニタリング分析レポート（地域ごと）作成・研修会開催。 

 
 ❷‐B 普及   

 

ア)実証 ： デジタル技術導入モデル実証事業   
・企業のデジタル導入・業務改善等を導入モデル事例としてＷＥＢ公開。 

 

 あいちデジタルアイランドプロジェクト   
・中部国際空港島・周辺で2030年の近未来事業等を先行的に事業化。 

 

 ワーケーション体験プログラム   
・ワーケーション施設を活用した企業・観光協会向け視察・体験プログラム. 
 

イ)催事 ： あいち産業ＤＸデイズ   
・県のデジタル活用促進の各種事業の成果報告イベント（Ｗｅｂ併用）。 

 

 

 

 

 
 

 

 ❶‐C 調査研究  国・県等取組を活用しながら実施  
 

ア)調査 ： ａ 市民意識調査（事業者） 【企画課】 

・３年ごと市内事業者に現状・課題等をアンケート調査（ＤＸ含む）。 
 

 
 

【現状】独自のデジタル活用状況調査は行っていない。 

・デジタル活用のＰＲを含めたアンケート調査（オンライン）の実施。 
 

 
 

【現状】人流データ等収集分析は行っていない。 

・市関連業務や民間収集データを収集・分析、観光業等施策展開等に活用。 
 

イ)研究 ： 豊橋技術科学大学等連携事業 【企画課】 
・市役所内で募集したテーマを大学の該当研究室等で研究（委託）。  

◇市内事業者がデジタルで解決したい課題のへ拡大を検討。 
 

 
 

 

 ❷‐C 普及  国・県等取組を活用しながら実施  
 

ア)実証 ： 

 

【現状】実証実験による普及促進は行っていない。 
・国県他市の実証実験等と連携した導入促進（市内事業者への働きかけ）。 
事例）浜松市等実証実験サポート事業、サイエンス・クリエート創業支援事業等 

 

イ)選定 ： 
 

【現状】デジタル活用の優良事例を把握していない。 

・国県他市の優良事例・表彰等と連携し、デジタル活用事例による導入促進。 
 

ウ)モデル事業 ： 
 

【現状】導入モデル事業は実施していない。 

・他事業者の参考となるデジタル活用を支援し、その成果発表により導入促進。 
 

 

 
・                         

 

 
・                         

 

 
・                         

 
 

 
 

 

 

・取組なし（他機関の取組ＰＲ） 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 〇 調査研究・

普及 

国の府省庁・関係支援機関【Ａ】〈2024年度時点〉 

  デジタル活用実証実験事業（国・県制度活用、広域連携等） 

愛知県【Ｂ】        〈2024年度時点〉  田原市【Ｃ】 

広域支援機関【Ｄ】    〈2024年度時点〉  

市内支援機関【Ｅ】 

  デジタル活用優良事例の選定・表彰 

  連携大学によるデジタル技術活用実証研究等 

※実証実験・事例紹介等のデジ

タル活用は、あいち産業ＤＸ

推進コンソーシアムで展開。 

結果＝❶ 認知・理解、❷ 人材、❸ ノウハウ、❹ 革新的モデル事例、❺ 資金の不足が課題   

◇体制的に独自展開は困難であることから、国・県・広域支援機関等で行う調査研究・

実証実験等の情報を、各支援機関が関係する市内企業に提供する。 

  導入モデル事業・成果発表            

 ｂ 市内事業者デジタル活用状況調査（情報提供含む） 

 

◇体制的に独自展開は困難であることから、国・県・広域支援機関等で行う

調査研究・実証実験等の情報を活用し、市内企業に提供する。 

 ｃ データ活用のための市域データ収集分析（公表） 

充実策 

実施方針 

※Ｒ７年度に実施できない場合（企画調整等の取組準備）を含む。 

 
 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 
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 ❶‐A 情報提供   
 

ア)手引 ： ＤＸ支援ガイダンス  【経済産業省等】 
・企業のＤＸ推進に向けて、経営者に求められる対応をまとめた虎の巻。 
 

 デジタルガバナンス・コード  【経済産業省等】 
・中小企業等のデジタル化に対する支援機関の伴走支援のアプローチ方法の手引き。 
 

 中堅・中小企業等向けデジタルガバナンス・コード実践手引き  【経済産業省】 
・ＤＸ先進企業の調査結果を反映したシステム構築等を含む導入手引き。 

 

 ＤＸ実践手引書  【ＩＰＡ】 
・ＤＸ先進企業の調査結果を反映したシステム構築等を含む導入手引き。 

 

 支援施策ハンドブック  【中部ＤＸ推進コミュニティ】 
・中部ＤＸ推進コミュニティＷｅｂサイトで、ＤＸ支援施策をまとめた冊子掲載。 

 

 中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン  【経済産業省】 
・情報セキュリティ対策に取組む経営者が認識すべき指針・実践手順・手法をまとめたもの。 
 

イ)事例 ： 地域社会のデジタル化参考事例集（2021年～） 【総務省】 
・調査結果に基づく全市町村の取組を事例集（20分野）。 

 

 企業活用事例集等  【中部ＤＸ推進コミュニティ】 
・中部地域ＤＸ導入企業事例や各機関作成レポートを紹介するＷｅｂサイト。 

 

 ＩＴ導入補助金活用・ＩＴツール事例  【中小機構】 
・中小企業庁のＩＴ導入補助金採択事例、ＩＴツール事例を紹介するＷｅｂサイト。 

 

 サイバーセキュリティお助け隊サービス 【ＩＰＡ】 

・中小企業に対するサイバー攻撃への対処する民間提供サービスをまとめたＷｅｂサイト。 
 

 観光ＤＸポータルサイト 【観光庁】 

・デジタル技術活用による魅力向上、データに基づく観光地経営等を目指すＷｅｂサイト。 
 

ウ)研修 ： マナビＤＸ（デラックス） 【経済産業省・ＩＰＡ】 
・デジタル人材育成オンライン講座等様々 な情報を提供するＷｅｂサイト。 

 

 マナビＤＸクエスト  【経済産業省・ＩＰＡ】 
・実践的ケース教育と地域企業協働のオンライン研修によるデジタル人材育成講座。 

 

 ハロートレーニング  【厚生労働省】 
・公共職業訓練（離職者）・求職者支援訓練において、情報系訓練を実施。 

 

エ)人材 ： 生産性向上人材育成支援センター 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】 
・中小企業等の人材育成に対する相談、育成プラン提案、職業訓練実施・指導員派遣。 

 

 地域でのデジタル人材の確保に向けた事業  【内閣官房】 
・都市部の登録民間人材を都道府県と地域金融機関が地域企業にマッチング実施。 
 

 地域企業経営人材マッチング促進事業  【金融庁】 

・地域経済活性化支援機構による人材マッチング。Ｗｅｂサイト。 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 ❶‐B 情報提供   
 

ア)組織 ： あいち産業ＤＸ推進コンソーシアム  【あいち産業振興機構】 
・セミナー・マッチング、ワーキング、補助金等情報発信（加入が県補助採択条件）。【無料】 

 

イ)案内 ： あいち産業労働ガイドブック  【産業政策課】 
・県の産業労働支援策の内容・実施時期等とりまとめた冊子作成（ＨＰ公表）。 
 

ウ)事例 ： 中小企業のためのデジタルツール導入事例集  【次世代産業室】 
・デジタル技術導入モデル実証事業の成果を整理。 
 

 動画「ＤＸのすすめ」 【中部経済連合会】 

・企業のデジタル化・ＤＸ推進を加速させる動画（製造業・営業等３本）作成公開。 
 

エ)研修 ： 中小企業等経営層・支援担当者デジタル人材育成研修  【次世代産業室】 
・ＤＸ戦略策定の進め方、現状分析、経営課題抽出、ツール選定等に取組む研修。【無料】 

 

 デジタル人材育成研修  【労働局産業人材育成課】 
・リーダー・一般社員向けのデジタル化・ＤＸの実践的な知識・スキル習得研修。【無料】 

 

 ＤＸチャレンジ促進事業  【経済産業局次世代産業室】※民間委託 
・デジタル活用のワーキンググループ活動、成果報告セミナー開催。【無料】 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

オ)支援組織 ： 中部ＤＸ推進コミュニティ   【中部経済産業局】 

・企業のデジタル化・ＤＸを支援する産学官による協働支援体制。Ｗｅｂサイト。 
 

 観光ＤＸコミュニティ  【観光庁】 
・観光ＤＸの意見交流の場、学習、イベント情報等を提供するＷｅｂサイト。 

 

カ)補助情報 ： ミラサポｐｌｕｓ   【中部経済産業局】 

・企業のデジタル化・ＤＸを支援する産学官による協働支援体制。Ｗｅｂサイト。 
 

 

 

 ❷‐A 助言等   
 

ア)総合支援 ： みらデジ  【中小機構・中小企業庁】 
・デジタル化をサポートするＷｅｂサイト。情報提供・経営分析・相談等。 
❶ 経営チェック → ❷ 進め方の相談 → ❸ 課題改善 

 

 ＤＸ ＳＱＵＡＲＥ  【ＩＰＡ】 
・ＤＸを学んで、知って、実践するための様々 な情報を提供。Ｗｅｂサイト。 

 

 中小企業×ＤＸチャレンジプロジェクト  【中部経済産業局】 
・中小企業のＤＸセミナー、ワークショップ、マッチング実施。Ｗｅｂサイト。 

 

イ)派遣相談 ： ハンズオン支援事業（ＩＴ） 【中小機構】 
・経営戦略によるＩＴ化戦略作成・導入アドバイス等の人材派遣（有料）。 

 

 

 
 
 

 
 

 

 ❷‐B 助言等   
 

ア)支援 ： 愛知県よろず支援拠点  【あいち産業振興機構】 
・セミナー、相談窓口（出張相談・Ｗｅｂ相談）・コーディネーター対応。【無料】 
★田原出張相談会：毎月第２水曜日（田原中部市民館）・連絡先：商工会等  

 

 エキスパートあいち（経営相談窓口） 【あいち産業振興機構】 
・経営全般、金融、ＩＴ等の専門家による相談（出張相談・Ｗｅｂ相談）。【無料】 

 

 中部圏デジタルのすすめ  【中部経済連合会】 
・中小企業のＤＸ推進をサポート。セミナー、ワークショップ、マッチングを実施。Ｗｅｂサイト。 

 

イ)相談 ： 愛知県デジタル技術活用相談窓口  【世代産業室】 
・デジタル活用、情報セキュリティ対策等専門家による相談（出張・Ｗｅｂ等）。【無料】 

 

 あいちテレワークサポートセンター  【愛知県産業労働センター】 
・テレワークに関する各種相談・情報提供・体験。相談等施設・Ｗｅｂサイト。【無料】 

 

ウ)支援 ： 情報セキュリティ対策支援（診断）事業  【経済産業局次世代産業室】 
・技術的・組織的な情報セキュリティ診断、セキュリティ対策支援。【無料】 

 

 アドバイザー派遣・社内研修サポート  【労働局産業人材育成課】 
・デジタル化のためのアドバイザー派遣、社内研修の企画・実施等をサポート。【無料】 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 〇 情報提供・

助言等 

愛知県・広域支援機関【Ｂ】                      〈2024年度時点〉  

※第２章（2） 

県の施策に掲載  

手引・事例 ・講座 紹介 総合支援 

 
 

〇総合支援 ：ＩＴプラットフォーム 【中小機構】 
・中小企業の経営課題をＩＴ導入で解決する７つ支援策のＷｅｂサイト。 

 

 

 

総合支援 

〈1〉ＩＴ経営サポートセンター  【中小機構】 

・ＩＴ専門家とオンライン面談で悩みを解決（無料・予約制・60分）できるＷｅｂサイト。 

❶ ヒアリング→ ❷ 問題等整理（ＩＴ戦略ナビ）→ ❸ＩＴ化方針等提示（アプリ） 
 

〈2〉Ｅ-ＳＯＤＡＮ（イーソーダン） 【中小機構】 

・ＡＩチャットボッドと専門家にいつでも無料経営相談できるＷｅｂサイト（ＬＩＮＥ版有）。 
 

〈3〉ＩＴ戦略ナビ  【中小機構】 
・企業のＩＴ戦略マップ・導入プラン自動作成、ITソリューション紹介するＷｅｂサイト。 

 

〈4〉ここからアプリ  【中小機構】 
・中小企業の生産性向上等に役立つアプリ検索、導入事例等情報を紹介するＷｅｂサイト。 

 

〈5〉ＩＴ導入補助金  【中小機構】 
・ＩＴ導入補助金活用のための申請等手続き・導入フローをサポートするＷｅｂサイト。 

 

〈6〉ｅｂｉｚ（イービズ） 【中小機構】 
・中小企業のネットショップ販売成功のヒント（知る・実践等）が分かるＷｅｂサイト。 

 

〈7〉税理士ＩＴサポート  【中小機構】 
・税理士事務所のＩＴ化・関与先のＩＴ支援の相談・情報提供を紹介するＷｅｂサイト。 

 

 

 
総合支援 

 

◇国・県・広域支援機関等が充実した情報提供・助言等体制を整えていることから、

これらを市内企業が有効活用できるように情報を整理した上で提供する。 
実施方針 

相談 案内・事例 総合支援 ・講座 

派遣 

国の府省庁・関係支援機関【Ａ】                                                 〈2024年度時点〉  
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 ❶‐E 情報提供   
 

ア)体制 ： 

 

・情報提供・収集のため、支援機関・企業等のＥメール等ネットワーク形成  

（商工会・観光ビューロー・業組合等に所属する中小企業事業者等） 
 

 

 

・市（商工観光部）からデジタル活用の一環として支援機関に依頼  

 

 

 

イ)発信 ： ａ 情報提供   
・国・県等実施の講演会等支援制度を商工会等へ情報提供  

 

 

 
 

・参考事例・導入ノウハウ・支援制度等を定期的に情報発信（申請期限等） 
 

 

 

 ❷‐E 助言等   
 

ア)窓口 ： 
 

・様々 な国県等支援策の中から課題対応に有効なものをあっせん  
事例）豊橋商工会議所ＩＴ導入サポートデスク、等々  

 

イ)助言 ： 

 

・金融機関等で構成する田原創業支援ネットワークによる導入相談等  

 

 

 
 

 
   国・県等総合支援Ｗｅｂサイトの機能紹介  デジタル活用に取り組む際に参考になる主な国・県等の導入支援サイト  

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

 
 

 

 ❶‐C 情報提供   
 

ア)体制 ： 

 

【現状】情報発受信できるＥメール等ネットワークが形成されていない。 

・情報提供・収集のため、支援機関・企業等のＥメール等ネットワーク形成  
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

イ)発信 ： ａ 情報提供    

・国・県等が実施する講演会等支援制度を商工会等へ情報提供  
 

 

◇デジタル活用情報がないため、効果等が伝わっていない。 

・参考事例や導入ノウハウ・支援制度等を定期的に情報発信（申請期限等） 
事例）浜松商工会議所「経営支援メルマガ」、等々  

 

カ)研修 ：  セミナー等開催  ・デジタル活用・人材育成等セミナー、講演会等。 

・市ＨＰ「たはらデジタル市役所」内に国県等セミナー情報を掲載  

Ｒ５年度）インターネット通販セミナー開催。 
 

ウ)事例 ： 
 

【現状】デジタル活用の優良事例を把握していない。 

・国県市補助金採択事業等から市内事業者のデジタル活用事例集作成  
事例）藤枝市事業者向けＤＸ事例集、等  々

 

 

 

 

   

 ｂ  

 
 

 
 

 

 
 
 

 

オ)整理 ： 

 
 

【現状】デジタル活用の国・県・市等支援策が一括把握できない。 

・市ＨＰ「たはらデジタル市役所」内に支援サイトのリンク集作成。 

 

  
 
 

【現状】デジタル活用の国・県・市等支援策が整理されていない。 

・国県市補助金採択事業等から市内事業者のデジタル活用事例集作成。 
事例）ＤＸ支援施策ハンドブック、等々  

 

カ)働き掛け ： 
 

◇市や商工会自身のデジタル活用が進まないと働きかけ出来ない。 

・市役所・商工会等がデジタル活用により、業務効率化等の成果を上げる。 

 

 ❷‐C 助言等   
 

ア)窓口 ： 
 

◇相談窓口の開設・個別相談等は行っていない。 
・デジタル活用の相談窓口・コワーキングスペース等を備えた支援拠点整備  

 

イ)助言 ： 
 
 

・金融機関等で構成する田原創業支援ネットワークによる導入相談等 

※状況によりデジタル化支援コンサルティング業務補助金創設。 
（参考）地域デジタル化支援促進事業（内閣府）が活用可能 

 

 

・関連事業を通じて商工会等支援機関自身のデジタル活用を働きかける 

 

情報提供・助言等 

商工会等の支援機関【Ｅ】 

   

 ｂ 活用支援 作成（国・県等支援整理） 

田原市【Ｃ】 

  市内事業者等デジタル導入事例集 

 ａ 活用支援 （リンク集）   

 ｂ 

   

  市内支援機関のデジタル活用（働き掛け） 

    

     

※Ｒ７年度に実施できない場合（企画調整等の取組準備）を含む。 

 

サイト名               サイト   主目的        主な内容                  サイト名               サイト   主目的        主な内容 
 

みらデジ【中小機構・中小企業庁】 専用 初期総合 経営診断、改善事例、相談窓口  中小企業×ＤＸチャレンジプロジェクト【中部経済産業局】 サイト内 導入支援 支援事業 
         

ＤＸ ＳＱＵＡＲＥ（スクエア）【ＩＰＡ】 専用 初期総合 導入事例・手法、ニュース  愛知県よろず支援拠点 【あいち産業振興機構】 サイト内 相談案内 相談窓口・Ｗｅｂ相談・出張相談 
         

ＩＴプラットフォーム 【中小機構】 サイト内 総合案内 以下６件（全７件）のツール紹介  エキスパートあいち【あいち産業振興機構】 サイト内 相談案内 経営相談・Ｗｅｂ相談 
         

ＩＴ経営サポートセンター【中小機構】 専用 初期相談 Ｗｅｂ相談、支援機関相談  愛知県デジタル技術活用相談窓口 【世代産業室】 サイト内 相談案内 導入相談・Ｗｅｂ相談 
         

Ｅ-ＳＯＤＡＮ（イーソーダン）【中小機構】 専用 初期相談 チャット相談（相談員・ＡＩ）  あいち産業ＤＸ推進コンソーシアム【あいち産業振興機構】 サイト内 総合案内 県補助要件、セミナー、導入事例 
         

ＩＴ戦略ナビ  【中小機構】 専用 導入計画 何ができるか紹介、導入計画  マナビＤＸ（デラックス）【経済産業省・ＩＰＡ】 専用 ＤＸ人材 無料講座・有料講座 
         

ここからアプリ【中小機構】 専用 導入検討 導入・支援事例、講座、アプリ検索  マナビＤＸクエスト【経済産業省・ＩＰＡ】 専用 ＤＸ人材 無料研修 
         

ｅｂｉｚ（イービズ）【中小機構】 専用 ＥＣ活用 講座、事例、 事業者・専門家紹介  地域企業経営人材マッチング促進事業 【金融庁】 専用 ＤＸ人材 人材紹介、情報 
         

ＩＴ導入補助金 【中小機構】 専用 補助申請 手続きフロー、施策、活用事例  あいちテレワークサポートセンター 【愛知県産業労働センター】 専用 総合案内 導入事例、派遣相談、セミナー等 
 

 

 

  市と支援機関の連絡手段をデジタル化（移行） 展開 ２

 事業者にお知らせする支援等情報の把握（整理） 
（デジタルデータとして情報整理） 

展開 ３ 

  会員・関係者のＥメール・ＳＮＳ連絡網（構築） 展開 1

  事業者支援等の情報提供（デジタル活用） 展開 ４ 

連携実施

連携実施

連携実施

連携実施

連携実施

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 

新規策 
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 ❶‐A 経費補助   
 

ア)デジタル ：ＩＴ導入補助金  【中小企業庁】 

・中小企業・小規模事業者等の労働生産性向上を目的とし、業務効率化や 

ＤＸ・セキュリティ対策等ＩＴツール（ソフト・サービス等）の導入支援。 

≪専用Ｗｅｂサイト「ＩＴ導入補助金２０２４」開設≫ 
 

 

 
 
 

 
※補助金申請者とＩＴ導入補助金事務局に登録された「ＩＴ導入支援事業者」とパートナーシップ

を組んで申請することが必要。 相談対応等のサポート費用、サイバーセキュリティお助け隊サ

ービス、クラウドサービス利用料等も補助対象。 

 

地域デジタル化支援促進事業  【内閣府】 

・日常的に地域企業と強固な関係性を持ち、企業課題や業務実態を把握

している地域金融機関等が行うデジタル化促進伴走支援事業を支援。 

≪専用Ｗｅｂサイト「地域デジタル化支援促進事業」開設≫ 
 

※支援先企業の付加価値創出等を目的とした経営課題の抽出、課題解決プランニング、導入支援・フ

ォローアップ等の伴走支援業務。役務提供対価として支援先企業から手数料量等受領する支援。 

※デジタル化支援コンサルティング契約１件100万円上限（総額4000万円未満）。対象：人件費等。 

 
 

 

 

 

 ❷‐A 融資・税制等   
 

ア)融資 ：ＩＴ活用促進資金  【日本政策金融公庫】 

・情報技術の活用促進を図る中小企業者のＩＴ設備・ソフト等の導入資金を支援。 

※ＤＸ推進指標による基準金利0.2％引き制度あり。  
 
 

イ)税制 ：ＤＸ投資促進税制  【経済産業省】 

・産業競争力強化法に基づく全社レベルのＤＸ計画を主務大臣が認定し、ＤＸ実現

に必要なデジタル関連投資に対し、税額控除又は特別償却を措置。 

※認定：クラウド化活用等による売上上昇を要件。税控除３～５％、特別償却30％。  
 
 

中小企業経営強化税制  【中小企業庁】 

・中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づく設備取得等（デジ

タル化設備：Ｃ類型）の即時償却又は取得価格の10％の税控除が選択適用。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 ❶‐B 経費補助   
 

ア)導入 ：デジタル技術導入補助金    
・生産性向上や労働力不足解消を目指す中小企業等のデジタルツール実証・導入経費

の一部を補助。（補助額30万円以上100万円以内。補助率：中小企業１/2以内・小規模企業者

2/3以内。対象：生産・販売・販売・企画・バックオフィス業務） 
 

商業振興事業費補助金（地域商業活動活性化事業）   
・商工会等団体が実施する集客力向上や販売促進を支援（アプリ等デジタル化含む）。 
※区分：賑わい創出・商機能強化事業、地域課題対応事業  
（対象：ＨＰ作成等広告費、謝金等、補助率20～40％、限度額20～40万円） 

 

小規模事業者経営革新支援事業費補助金（経営革新支援補助金）   
・経営革新計画の承認を受けた小規模事業者の新商品・新技術開発・販路開拓等経費

を一部支援。※自社サイト内でのネット販売システム構築等 （補助率2/3、上限額100万円） 
 

愛知県宿泊事業者高付加価値化促進事業費補助金    
・宿泊施設リノベーション等によるワーケーション・ブレジャー受入体制強化など施

設高付加価値化を支援。（対象：工事・設計費、補助率1/2、2/3、限度額1億円） 
 

イ)創業 ：あいちスタートアップ創業支援事業補助金   
・ＩＴや新技術活用市場開拓・高成長を目指した創業等事業経費を一部補助。 
（補助額25万円以上200万円以内。補助率１/2以内。対象：調査・広報・外注・

委託・設備費等） 
 

 
 

 

 ❶‐C 経費補助   
 

ア)企業振興 ： ａ 中小企業者総合支援事業補助金（専門人材受入支援事業） 
・ＤＸ、マーケティング、総合企画、商品開発などの専門人材受入費用補助  

 

 ｂ 中小企業者総合支援事業補助金（通信環境整備支援事業） 
・旅館・ホテル等の利用者受入強化のインターネット接続環境整備費用補助  

 

イ)観光振興 ：（上記に含む） 
 
 

 

 ❷‐C 融資・税制等  
 

ア)利子補給 ：田原市商工金融利子補助金   

・国公資金等の貸付けを受けた田原市内の中小企業者に対し、借入金利子の全部

又は一部を補給（年1.5％）。 
 

 

 
 

 

ウ)企業振興 ：ものづくり補助金  【中小企業庁】 

・中小企業等の革新的製品・サービス開発、生産プロセス等省力化に必要

な設備投資等を支援。 

≪専用Ｗｅｂサイト「ものづくり補助金総合サイト」開設≫ 
 

※補助額100万円～8000万円。補助率：1500万円まで中小企業１/2・小規模企業者2/3、1500万円

超える部分1/3ほか、対象：機会装置・システム構築費、専門家経費、外注費等 
 

中堅・中小成長投資補助金  【経済産業省】 
・中堅・中小企業が人手不足に対応した省力化等による労働生産性向上と事業規模拡

大を図る工場等拠点新設や大規模設備投資を支援。※投資額10億円以上  
 

中小企業省力投資補助金  ※Ｒ６年度新規 【経済産業省】 

・中小企業の人手不足解消に効果のある省力化製品導入の補助金。 

≪専用Ｗｅｂサイト「中小企業省力化投資補助金」開設≫ 
※補助額200万円～1000万円、補助率：１/2、配膳ロボット・自動精算機・仕分システム等 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

エ)人材育成 ：人材開発支援助成金（人への投資促進等） 【厚生労働省】 

・事業主が労働者に対して訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中

の賃金の一部等を助成。 

 
 

 

 

 

オ)人材確保 ：人材確保等支援助成金（テレワークコース） 【厚生労働省】 

・良質なテレワークを制度として導入・実施し、人材確保や雇用管理改善

等の観点から効果をあげた中小企業事業主が助成対象。 
※補助額100万円、テレワーク実施対象労働者１人20万円。 

 

 

 

 
 

 

 ❷‐B 融資・税制等   
 

ア)融資 ：愛知県中小企業融資制度   

・中小企業・小規模企業等に対する資金提供。 
 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 〇 
 

導入支援 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

国の府省庁・関係支援機関【Ａ】                                                〈2024年度時点〉 

愛知県・関係支援機関【Ｂ】                        〈2024年度時点〉  

田原市【Ｃ】 

 

◇国・県等支援策が充実しているため、これらを有効活用するとともに、

本市産業の特性等から不足や特に促進すべき部分を支援する。 
実施方針 

【通常枠】

枠

対策推進枠

【高度デジタル人材訓練】

情報技術分野認定等訓練】

推奨 

 

推奨 
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 ❶‐A 社会   
 

ア)個人認証 ：マイナンバー制度・マイナンバーカード 【総務省】 
  

・住民票を持つ日本国内全住民に付番される12桁のマイナンバーと、氏名、住所、

生年月日、性別、顔写真を表示したプラスチック製ＩＣチップ付きカードにより

様々 なサービスおける本人認証として利用できるもの。 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 ❷‐A 行政   
 

ア)補助 ：デジタル田園都市国家構想交付金  【内閣府】 
・デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題の解決・魅力向上の取組を加速

化・深化するため、各地方公共団体の意欲的取組を支援（予算１千憶円）。 
 

 

デジタル実装タイプ   
・デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・公的サービスの高度化・効率化を推進

するため、デジタル実装に必要な経費などを支援。 
＜ＴＹＰＥ１＞ 優良モデル導入支援型：国費１億円・補助率1/2  

＜ＴＹＰＥ２＞ データ連携基盤活用型：国費2億円・補助率1/2  

＜ＴＹＰＥ３＞ デジタル社会変革型：国費4億円・補助率2/3  

＜ＴＹＰＥＳ＞ デジタル行政改革先行挑戦型：国費5億円・補助率3/4  
 

〇地方創生テレワーク型  
・転職なき移住を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテライトオフ

ィスの整備・利用促進等に取り組む地方公共団体を支援。補助率1/2～2/3  
❶ 自治体・民間運営施設整備・利用促進等支援：最大9千万円  

❷ 企業の進出支援：最大9百万円／社 ❸ 進出企業定着等支援：最大3千万円  
 

地方創生推進タイプ   
・観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組などを支援。補助率1/2  
❶ 先駆型：先駆性の高い事業：最長５年間・国費2億円  

❷ 横展開型：先駆的・優良事業の横展開を図る事業：最長3年間・国費0.7憶円  

❸ Society5.0型：未来技術による新社会システムづく：最長5年間・国費3億円  
 

地方創生拠点整備タイプ   
・観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する拠点施設整備等を支援。民間事業者等

が一定の要件を満たす公共性・公益性を有する拠点施設等の整備に、地方公共団体が

整備費の全部又は一部を補助した場合に、国が当該補助経費の１／２※を交付するこ

とを可能とする。原則3か年・国費5億円・補助率1/2～2/3  
 

 

 

 

 
 
 

 

 ❶‐B 地域社会   
 

ア)地域 ：元気な愛知の市町村づくり補助金   
・市町村・住民団体が自主的・主体的な事業（ＤＸ推進枠）を支援。  
（補助率１/2以内、補助限度額500万円、１市町村あたり申請件数１件） 
 

 

 ❷‐B 行政   
 

イ)手続 ：オンライン申請・申告等、キャッシュレス納付   
・補助金申請等行政手続きのオンライン申請やキャッシュレス納付が可能となり、

市民や事業者の利便性等が向上している。 
 

オープンデータ等提供   
・公開型GISや地域経済分析システム（RESAS）等のオープンデータ提供

など、インターネットサービスが充実。 
 

 

 

 
 

 

 

 ❶‐C 地域社会 （デジタル活用による商工観光業振興策） 
 

ア)商工振興 ：ａ 渥美半島たはらブランド事業者支援  【商工課】 

・ＳＮＳ情報発信やセミナー等により、ブランド登録事業者を支援。 
 

ｂ プレミアム付商品券デジタル化【商工課】 

・電子化により、商品券販売、利用、売上管理、換金等の円滑化。 
◇市民・商業者のデジタル活用に寄与。 

 

ｃ たはら企業フェア  【商工課】 

・市内企業の魅力・内容を高校生等紹介するオンラインイベント。 
 

ｄ 地域ポイント支援 【商工課】 
・たまぽカード等の利活用による地域商業の活性化。ポイント還元検討。 

 

 
【現状】ペイペイポイント還元はしてない。 
・キャッシュレス決済促進による商業者デジタル化支援策。 事例）蒲郡市等 

 

イ)観光振興 ：ａ たはら巡り～な  【観光課・渥美半島観光ビューロー】 

・体験型観光イベント等の参加申込をオンラインで受付。  
◇参加者・関係者のデジタル活用に寄与。 

 

ｂ 田原市観光デジタルマップ  【観光課】 

・観光スポットや飲食店等情報をスマートフォンで確認できるデジタルマップ。  
◇観光客・関係者のデジタル活用に寄与。 

 

 ❷‐C 行政   
 

ア)電子処理 ：ａ たはらデジタル市役所オンラインサービス【企画課他】 

・オンライン申請、情報提供等により、市役所に行かなくても、いつでも行政手続き

や行政サービス等が受けられる。 ◇市民・事業者等のデジタル活用に寄与。 
 

ｂ オンライン申請・予約等 【総務課他】 

・行政手続き等のオンライン申請・予約サービスを提供。  
 

ｃ 市役所等窓口支払い手数料等キャッシュレス決済  

・市役所・運動施設等で支払う手数料・使用料等のキャッシュレス決済の推進。  
 

ｄ オープンデータ等提供  

・市が保有する各種データ（地図情報含む）をデジタル利用可能な形式で提供。  
 

イ)業務処理 ：田原市ふるさと納税  【企画課】 

・寄附金受理・返礼品調達等業務をＥメールやＷｅｂサイト経由で効率的処理。 
◇関係事業者のデジタル活用に寄与。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

❶‐E 地域社会   
 

ア)情報 ：ＨＰ・LINE等SNSによる情報発信   
・商工会等支援機関等の情報をＨＰに加えてＬＩＮＥ等で発信  

 

ア)設備 ：コワーキングスペース開設・運営   
・まちづくり会社によるテレワークスペース運営  

 

 

 

 
 

 

イ)手続 ：オンライン申請・申告等  【各省庁】 

・国税電子申告・納税システム（e‐Tax）及び地方税ポータルシステム（eLTAX）によ

り、オンライン申告・納付可能となり利便性等向上。 

・補助金申請・報告等の行政手続きのオンライン化が進んでいる。 
 

オープンデータ等提供  【各省庁】 

・公開型GISや地域経済分析システム（RESAS）等のオープンデータ提供など、イン

ターネットサービスが充実。 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 〇 地域社会におけるデジタル活用や行政サービスのオンライン化の推進（実施・支援等）を図ることにより、市民生活や事業 
 

活動のデジタル活用が普及・一般化を促すことで、
社会・行政 

デジタル化 

国の府省庁・関係支援機関【Ａ】〈2024年度時点〉 

愛知県・関係支援機関【Ｂ】 〈2024年度時点〉  

田原市【Ｃ】 

市内支援機関【Ｅ】 

※Ｒ７年度に実施できない場合（企画調整等の取組準備）を含む。 

 

〈民間企業のマイナンバーカード活用〉 （公的個人認証利用） 
 

〇オンラインによる口座開設 ・金融機関、証券会社等 
 

〇オンラインでの本人確認 ・生命保険、チケット販売、クレジットカード会社等 
 

〇本人確認 ・シェアリングサービス利用、地域通貨利用等 

 

 

 

 

 

充実策 

 ｅ 商業者等のキャッシュレス決済促進 

 

充実策 
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 第５章   体制・展開                       
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

１ 背景・目的 ２ 現状・課題 ３ 方針・目標 ４ 促 進 策 ５ 体制・展開   田原市商工観光業ＤＸ促進プラン 

 

❶ 促進体制  誰が商工観光業のデジタル活用の促進に取組むのか！  
 

〇 組織  市ＤＸ推進本部 ：「公共ＤＸの推進」と「地域ＤＸの促進」を図る取組方針を定め、全庁的にデジタル活用を展開する。 
 

〇 所管  市商工観光部（商工課・観光課） ：国・県等と連携し、デジタル活用により市内事業者の課題等を解消し、地域産業を振興する。 
 

❷ 役割分担  デジタル活用の促進を図るための役割！ 
 

〇 国・県が産業振興策の一環としてデジタル活用の促進を図り、その実現においては関係機関や広域的な支援機関が実務を担う。 
 

市及び地域の支援機関は、国・県等の取組への「案内」と「漏れる部分をカバーする取組」を実施する。 
 

■ 国・関係支援機関等 ：法令等に基づく産業振興策として、方針、計画、研究、情報提供、助言、支援策等を実施する。 
 

■ 県・広域支援機関等 ：地域特性に応じて、国の施策をカバーする形で各種の産業振興策を実施する。 
 

■ 市・地域支援機関等 ：地域において、国・県の産業振興策の推進を図るとともに、それらの不足部分に取組む。 

 

 

 

促進体制 

 

❶ 取組の実施手順  どんな手順で進めるのか！  
 

〇 取組期間が短期間（本年度を含む２年度）であることから、(1) 制度・計画等 、(2) 調査研究・普及 、(3) 情報提供・助言等 、

(4) 導入支援 、(5)社会・行政デジタル化 の促進策のいずれの取組についても、可能なタイミングで実施する。 

 
 

❷ 効果的に進めるための重要な取組  どんなことを進めるのが効果的か！  
 

ア）市内事業者と市・支援機関が、双方向の情報連絡が可能となるＥメール・ＬＩＮＥ等によるネットワークの構築。 

 
 

イ）事業者の「デジタル活用のきっかけづくり」、「有効性の実感」につながる情報提供等が、現時点で最も重要な取組。 

 

ウ）市と支援機関がＤＸ支援策情報を把握・共有するとともに、連携・協力してデジタル活用促進に取組む場の設置。 

 

エ）支援制度を有効活用し、経営課題を解消するため、経営状況を把握する地元金融機関等によるデジタル導入支援。 
 

 

 

 

 

展開手順 

 

◇ 状況確認等  どのように促進状況を確認するのか！  
 

〇 短期間に一足飛びのデジタル活用の向上はできないため、個々実施事業の実施状況（調整、事業者の反応、実現内容・成果等）を

把握することで、今後（令和８年度以降）の取組に反映する。※プラン（計画）全体の総合評価等は割愛する。 

 
 

 

 

 

進行管理 

 ポイント  〇デジタル活用による業務改善の内容・有効性が理解されていないと導入の動機付けにならない。身近な成功事例を伝えることでデジタル導入の動機となる。 

 ポイント  〇中小事業者等は、人材やのノウハウが不足しているため、まず、何をしたら良いか分からない。支援機関による相談窓口、人材育成セミナー・派遣等の充実が重要となる。 

 ポイント  〇紙・ファックス連絡は一方通行で時間・コストがかかり、電話は相手の不在や対応時間制限がある。Ｅメール・ＬＩＮＥ等は一斉・選択プッシュ通知・即座返信が可能で低コスト。 

 ポイント  〇国・県等はデジタル活用を促進する様々な支援青銅を用意しているが、それらの利用には経営計画立案が必要となる。中小事業者等の経営状況を把握しているのは金融機関や商工会。 


